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資料３

民間提案について
（第１回の議論を踏まえた検討）



第１回事業部会における意見（民間提案）

１．本格的な事業内容の提案を求める民間提案

○ 民間に求める提案レベルとインセンティブの関係を整理して考えた方が良い。

○ 小さなインセンティブでは小さな提案にしかならない。もう少し大きな枠組みで議論をし、
２段構えで検討してはどうか。

○ ＰＦＩを積極的に進めていくためには、ＶＦＭが重要となる。
ＶＦＭの計算を簡便にできれば、民間の負担を軽減することが可能。

２．自治体へのインセンティブ、支援

○ 民間へのインセンティブだけでなく自治体にとってのインセンティブも検討した方が良い。

○ 民間提案の手法に関するガイドライン的なものを整理してはどうか。

３．民間提案活用の更なる工夫

○ 公募後に民間の提案を受けるという考え方はあり得ないのか。

○ 民間のノウハウを取り入れるには性能発注の考え方を取り入れることが有効。

（対応案）
サウンディング調査、民間発案のようなアイデアレベルの提案とは別に、本格的な

事業内容の提案を求める民間提案制度について検討する。

（対応案）
民間提案に取組む自治体への支援、手引書の作成を検討する。
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１．本格的な事業内容の提案を求める民間提案
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ＰＦＩ法に基づく民間提案の活用

施設整備を伴うＰＰＰ／ＰＦＩ事業を対象とした民間提案には以下の３つがあるが、
アイデアレベルではない本格的な事業内容の提案を求めるには、ＰＦＩ法に基づく民間
提案の活用が考えられる。

①サウンディング調査 ②民間発案 ③PFI法に基づく民間提案

事業検討の初期段階で公有資産の
市場性や活用アイデアの把握、よ
り民間が参加しやすい公募条件の
検討のため、個別に民間事業者へ
のヒアリングを行う

公募や事業リストで対象事業を限定
し、民間事業者からアイデアレベル
の提案を受け付け、その後の公共で
の事業化検討につなげる。

民間事業者が、公共に代わってPFI事
業の詳細な実施方針案を提案。
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負担が軽いアイデアレベルの民間提案
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ＰＦＩ法に基づく民間提案

ＰＦＩ法に基づく民間提案は、作業量が膨大であることから、採用に至ったものは
これまで２件しかない。

民間事業者は、詳細なＶＦＭ計算を
行う必要があり、作業量が膨大

ＰＦＩ法に基づく民間提案が採用された事例

・岡山県鏡野町
「鏡野町地域情報通信施設整備運営
事業」

・千葉県睦沢町

「むつざわスマートウェルネスタウン拠点
形成事業」
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ＰＦＩ法に基づく民間提案への意見

民間事業者を対象に行ったヒアリングでは、ＰＦＩ法に基づく民間提案について、
次の意見があった。

肯定的な意見

制度として有効 ○ 正式な手続きとして民間提案は有効。
○ 民間が堂々と動けるというメリットがある。
○ 幅広く門戸が開かれる必要はないものの、最後の手段として残してほしい。

有効な条件 ○ 事業を自ら組み立てることが難しい自治体に専門性の高い提案する時が
特に有効。

インセンティブ
付与

○ インセンティブはほしい。作業負担もあるので、せめて5％加点くらい。
○ 加点インセンティブに魅力を感じ、提案に参加した。

否定的な意見

負担が大きい ○ ＰＦＩ法に基づく民間提案はハードルが高い。
○ ＰＦＩ法に基づく民間提案は設問にすべて答える必要があるため、建設、

運営、付帯事業等全ての事業者を呼んでこないといけない。
○ 特にＶＦＭ計算の負担が大きい。人件費を除いても1,000万円以上かかる。

無くてもよい ○ 制度として確立されている必要性は感じていない。
○ ＰＦＩ法に基づく民間提案を使わなくても、必要に応じた官民のやり取り

の中で事業を組み立てていった方が労力が少なくて済む。



ＰＦＩ法に基づく民間提案の改善

民間提案の促進にあたり検討すべき４つの論点をもとに、ＰＦＩ法に基づく民間提案の
運用改善を検討
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個別事業の
提案公募

ＶＦＭ算出の簡便化 インセンティブ付与
３２

１

改善 公共側から民間提案を公募することで、
個別事業の特定とともにタイミングや事
業の考え方などの情報提供を行い、
民間事業者が提案するきっかけを作る。

優先的検討の簡易ＶＦＭ計算を活用す
ることで、
民間事業者の負担を相当程度軽減する。

事業公募時に、提案者に対して作業負
担に見合った加点を行うことで、
インセンティブを付与する。
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論点１：民間事業者の負担軽減

論点２：民間事業者への情報開示

論点３：適切なインセンティブ付与

論点４：企業ノウハウの保護
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民間負担の軽減（ＶＦＭ計算の簡易化）

・ ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入の優先的検討プロセスの中で、外部コンサルタント等を必要
とせず自治体職員のみでＶＦＭ計算が可能な「簡易な検討の計算表」が開発されている。

・ ＰＦＩ法に基づく民間提案に求められるＶＦＭ計算に「簡易な検討の計算表」を活用
することで提案の負担軽減を図ることができる。

水色セルに
各前提条件を
記入

ＶＦＭが自動
的に計算

○ 簡易な検討の計算表

• 採用するＰＰＰ／ＰＦＩの実施手法

• 事業期間

• 費用と収入（施設整備費・運営費、利用料金収入）

• 現在価値への割引率

• 資金調達条件

• 調査等費用

• 民間事業者の収益

＜記載する項目（例）＞


